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少額公債非課税制度（特別マル優） 国債、地方債

一定の基準により

とした 制度

*平成28年1月1日以降に支払を受けるべき国債、地方債等の特定公社債等の利子等については、利子割の課税対象から除外され、
  配当割の課税対象となっています。


